
９ エネルギー関係 

 ア 石油 
 規制改革推進３か年計画（改定）（平成14年3月29日閣議決定）の決定内容  

実 施 予 定 時 期 
事  項  名 措   置   内   容 平成 13 年

度 
平成 14 年
度 

平成 15 年
度 

 
 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

 
 

備 考 

○石油政策の見
直し 
（経済産業省） 

内外の環境変化を踏まえ、セキュリティー確保を 図る
とともに、精製業等における競争条件の一層の 整備を図
る等の観点から、平時における精製業・設備許可制等の
需給調整規制を廃止する。 
【石油の安定的な供給の確保のための石油備蓄法等の一
部を改正する等の法律(平成13年法律第55号)】 

措置済 
(1 月施
行) 

     

 

 イ 電気事業 
 規制改革推進３か年計画（改定）（平成14年3月29日閣議決定）の決定内容  

実 施 予 定 時 期 
事  項  名 措   置   内   容 平成 13 年

度 
平成 14 年
度 

平成 15 年
度 

  
 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

 
 

備 考 

①電気事業制度
全体の見直し 
（経済産業省） 

以下の事項について、総合資源エネルギー調査会電気
事業分科会の場などを通じ検討・検証を行い、早急に結
論を得る。 
(a) 自由化範囲の拡大 
(b) 卸電力市場の整備 
(c) 現行の接続供給制度に関する条件改善 
(d) 送電線整備に関するルール 
(e) 送配電線建設の自由化、系統運用のルール整備・中
立化 

(f) 送電部門と他部門の情報遮断の確実な担保（発送電
分離を含む） 

(g) 規制機関の独立性 

 検討 
・結論 

  
○ 
（経済産業省） 
 平成１３年１１月より、総合資源エネルギー調査
会電気事業分科会の場において審議を行い、平成１
５年２月に「今後の望ましい電気事業制度の骨格に
ついて」が取りまとめられ、大臣に答申された。 
 第156回通常国会に「電気事業法及びガス事業法
の一部を改正する等の法律案」を提出。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 



 規制改革推進３か年計画（改定）（平成14年3月29日閣議決定）の決定内容  
実 施 予 定 時 期 

事  項  名 措   置   内   容 平成 13 年
度 

平成 14 年
度 

平成 15 年
度 

  
 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

 
 

備 考 

②託送制度の運
用 
（経済産業省、 
公正取引委員会） 

経済産業省と公正取引委員会とが必要に応じて連携
し、有効な競争が達成されるための個別の施策について
検討する。 
【適正な電力取引についての指針改正】 

検討 結論   
◎ 
（経済産業省、公正取引委員会） 
 経済産業省と公正取引委員会は、「適正な電力取
引についての指針」を平成14年７月に改定・公表。
託送制度関連として、託送手続きの不当遅延、連系
線等の設備利用、情報の流用等について追加した。 
 また、経済産業省が開催している総合資源エネル
ギー調査会電気事業分科会に公正取引委員会も参加
する等電気事業分野における競争を促進する観点か
ら、必要な連携を図っている。 

 

③電力市場の更
なる活性化 
（経済産業省、公
正取引委員会） 

中央電力協議会が行う経済融通について新規参入者の
参加が認められ得るルールの運用について、経済産業省
は公正取引委員会と必要に応じ連携し注視する。 

 

措置済      

④原子力技術基
準の機能性化
と民間規格の
活用 
（経済産業省） 

原子力発電施設に係る技術基準の機能性化及び民間規
格の活用について、安全性の確保を前提に検討を進める。 
 

検討 結論   
○ 
（経済産業省） 
 総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会
原子炉安全小委員会において、原子力発電設備に関
する技術基準の性能規定化及び民間規格の活用につ
いて、基本的方針を取りまとめた。（平成14年7月
22日） 

 

⑤マイクロガス
タービンの空
気軸受の発電
用火力設備技
術基準への適
合の明確化 
（経済産業省） 

マイクロガスタービンの空気軸受の発電用火力設備技
術基準への適合性について、同基準の解釈を明確化する。 
【発電用火力設備の技術基準の解釈改正】 

措置済 
(7 月 改
正) 

     

⑥維持流量を活用
した水力発電所
等の総合資源エ
ネルギー調査会
審査対象からの
除外 
（経済産業省） 

総合資源エネルギー調査会(電源開発分科会)の審議対
象電源について見直しを行い、出力が極めて小規模であ
る維持流量を活用した水力発電所等を同分科会の審議対
象から除外することの可否について検討する。 
 
 

検討 結論・措
置 

  
◎ 
（経済産業省） 
 電源開発分科会における審議対象電源の見直しを
行った結果、維持流量発電所のみならず、次の発電
設備であって出力１万kW未満のものは、審議対象か
ら除外した。 
１． 火力発電設備 
２． ダムの設置を伴わない水力発電設備であって 
   新たに河川流況の変化が生じないもの 

 
 
 
 
 
 



 規制改革推進３か年計画（改定）（平成14年3月29日閣議決定）の決定内容  
実 施 予 定 時 期 

事  項  名 措   置   内   容 平成 13 年
度 

平成 14 年
度 

平成 15 年
度 

  
 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

 
 

備 考 

⑦電気工作物の
占用許可申請
書類の簡素化 
（国土交通省） 

直轄国道における電気工作物の道路占用許可申請に係
る添付書類については、一層の簡素化を検討する。 
 

結論    
◎ 
（国土交通省） 
 平成14年3月、直轄国道における道路占用許可手
続に関し、地方整備局等での運用実態の調査結果を
踏まえ、提出書類の一層の簡素化が可能なものにつ
いて、「光ファイバケーブルの敷設等に係る道路占
用許可手続の簡素化について」（平成 14 年 3 月 29
日付け国道利第27号、道路局路政課道路利用調整室
長通知）等により、必要な指示等を行った。 

 

 



ウ ガス事業 
規制改革推進３か年計画（改定）（平成14年3月29日閣議決定）の決定内容  

実 施 予 定 時 期 
事  項  名 措   置   内   容 平成 13 年

度 
平成 14 年
度 

平成 15 年
度 

 
 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

 
 

備 考 

①ガスの小売自
由化範囲の拡
大 
（経済産業省） 

ａ 都市ガス事業の自由化範囲について、ガスの安定的
な供給を確保しつつも、需要家の過半を占める年間契
約数量が 100 万 以下の需要家への供給についても自
由化範囲の拡大する。 
ｂ 自由化範囲における大口供給の許可制についてはこ
れを撤廃することも含め、その在り方を検討する。 

 検討･結
論 

  
○ 
（経済産業省） 
 平成１４年９月より、総合資源エネルギー調査会
都市熱エネルギー部会の場において審議を行い、平
成１５年２月に「今後の望ましいガス事業制度の骨
格について」が取りまとめられ、大臣に答申された。 
 第156国会に「電気事業法及びガス事業法の一部
を改正する等の法律案」を提出。 
 

 

②ガス供給イン
フラの整備推
進 
（経済産業省） 

ａ 新規パイプライン設置者については、供給区域の例
外とし、新たなパイプラインが通過するいかなる地点
（他の都市ガス会社の供給区域内であっても）におい
ても分岐管を通じて原則として自由に自由化部門への
ガス供給を行うことを認める。 
ｂ 新規パイプライン設置者について、一定期間、例え
ば、使用料を高く設定することを容認するなどの、投
資インセンティブを高めるための措置を講ずる。 

 検討･結
論 

  
○ 
（経済産業省） 
 平成１４年９月より、総合資源エネルギー調査会
都市熱エネルギー部会の場において審議を行い、平
成１５年２月に「今後の望ましいガス事業制度の骨
格について」が取りまとめられ、大臣に答申された。 
 第156国会に「電気事業法及びガス事業法の一部
を改正する等の法律案」を提出。 
 
 
 
 

 

③既存のガス供
給インフラの
第三者への開
放 
（経済産業省） 

ａ 既存のパイプラインについて、大手都市ガス４事業
者以外の都市ガス会社のパイプラインなど公共性の高
いものについては、第三者利用を一層拡大する。 
ｂ ＬＮＧ基地についてもガス市場への新規参入を促進
する観点から第三者利用を拡大するための措置につい
て、最も実効性のある適切な方法を検討する。 
ｃ 大手都市ガス４事業者の託送料金については公正競
争の観点からその算定の透明性を高めるための一層厳
格な会計分離の徹底を行うとともに、自由化の範囲の
拡大に伴う一層の透明性・公平性の確保の観点から、
厳格な情報遮断の仕組みを整備する。 

 検討･結
論 

  
○ 
（経済産業省） 
 平成１４年９月より、総合資源エネルギー調査会
都市熱エネルギー部会の場において審議を行い、平
成１５年２月に「今後の望ましいガス事業制度の骨
格について」が取りまとめられ、大臣に答申された。 
 第156国会に「電気事業法及びガス事業法の一部
を改正する等の法律案」を提出。 
 
 
 
 
 
 

 



規制改革推進３か年計画（改定）（平成14年3月29日閣議決定）の決定内容  
実 施 予 定 時 期 

事  項  名 措   置   内   容 平成 13 年
度 

平成 14 年
度 

平成 15 年
度 

 
 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

 
 

備 考 

④ガス託送制度
の改善 
（経済産業省） 

接続供給料金の算定方法に将来の経営効率化効果を織
り込む等接続供給料金算定基準の改定を早急に行うとと
もに、その基準の適用を受けるガス事業者が新算定基準
に基づいた接続供給約款を早期に届け出るよう指導す
る。 
【「接続供給約款料金算定要領」制定】 

措置済 
(13 年 1
月制定) 

   
 
  

⑤ガス産業全体
の構造改革 
（経済産業省） 

ａ ガス市場参加者が、互いに公平な条件の下で競争が
可能となるよう、一般ガス事業、簡易ガス事業、ＬＰ
ガス事業の事業区分の見直しを行う。 
ｂ 簡易ガス事業者によるＬＮＧ利用についてはこれを
認める方向で検討を図る。 

 検討･結
論 

  
○ 
（経済産業省） 
 平成１４年９月より、総合資源エネルギー調査会
都市熱エネルギー部会の場において審議を行い、平
成１５年２月に「今後の望ましいガス事業制度の骨
格について」が取りまとめられ、大臣に答申された。 
  

 

⑥ＬＰガスの取
引適正化・料金
透明化 
（経済産業省） 

「ＬＰガス料金問題検討会報告」や「ＬＰガス販売に
関する指針」等をＬＰガス事業者が遵守するよう適切に
指導する。 
【液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する
法律施行規則改正（平成13年経済産業省令第182号）】 

措置済 
（８月施
行） 

   
 
  

 


